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（趣旨） 

第１条 この要綱は、低所得者で生計が困難である者について介護保険サービスの提供を行う社会福祉

法（昭和２６年法律第４５号）第２２条に規定する社会福祉法人（以下「法人」という。）が、その社

会的役割に鑑み行う利用者負担の軽減及び本市が行う法人に対する補助金の交付について、必要な事

項を定めるものとする。 

 

（軽減実施の申出） 

第２条 法人が軽減を行う場合は、法人による利用者負担額軽減に関する届出書（様式第１号）により、

申し出るものとする。 

 

（軽減対象となる介護保険サービス等） 

第３条 軽減対象となる介護保険サービス及び対象経費は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以

下「法」という。）に基づく訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、複合型サービス、介護福祉施設サービス、介護予防短

期入所生活介護、介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小規模多機能型居宅介護並びに第一号訪

問事業のうち介護予防訪問介護に相当する事業及び第一号通所事業のうち介護予防通所介護に相当

する事業（自己負担割合が保険給付と同様のものに限る。）に係る利用者負担額並びに食費、居住費

（滞在費）及び宿泊費（短期入所生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護福祉

施設サービス又は介護予防短期入所生活介護に係る食費及び居住費（滞在費）については、介護保険

制度における特定入所者介護サービス費又は特定入所者介護予防サービス費が支給されている場合

に限る。）に係る利用者負担額とする。 

特に指定地域密着型介護老人福祉施設及び指定介護老人福祉施設においては、平成１７年（２００

５年）１０月より食費及び居住費については介護保険の給付の対象外とされたことを踏まえ、食費及

び居住費に係る利用者負担を含めて軽減を行うものとする。 

 

（軽減を受けるための利用者の申請等） 

第４条 軽減を受けようとする者は、社会福祉法人による利用者負担軽減対象確認申請書（様式第２号）

を収入状況等申告書（様式第２－２号）に収入状況を証明する書類等を添付の上、市長に対して提出

しなければならない。 

２ 市長は、申請者が軽減の対象に該当すると認めたときは、速やかに法人利用者負担軽減決定通知書

（様式第３号）及び社会福祉法人等利用者負担軽減確認証（様式第４号）（以下「確認証」という。）

を交付するものとする。 



（軽減の対象となる利用者負担額） 

第５条 軽減の対象となる利用者負担額は、第３条に規定する介護保険サービスに係る利用者負担額並

びに食費及び居住費（滞在費）に係る利用者負担額とする。 

２ 介護保険法施行法第１３条に基づく特別養護老人ホームの旧措置者で利用者負担割合が５％以下

のものがユニット型個室に入所している場合は、居住費に係る利用者負担額のみを対象とする。（生

活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定する被保護者（以下「被保護者」という。）

にあっては、個室の居住費に係る利用者負担額に限る。） 

 

（軽減の対象となる利用者） 

第６条 軽減の対象となる利用者は、第４条第１項による申請があった月の初日において、次の各号の

いずれかに該当する者とする。ただし、介護保険法施行法第１３条に基づく特別養護老人ホームの旧

措置入所者で利用負担割合が５％以下の者（第５条第２項の適用を受ける者を除く。）は、軽減の対象

者とはならない。 

(1) 申請月の属する年度（申請月が４月又は５月の場合にあっては、前年度）において、その属す

る世帯の世帯主及びすべての世帯員が地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村

民税が課されていない場合であって、以下の要件の全てを満たす者のうち、その者の収入や世帯の

状況、利用者負担等を総合的に勘案し、生計が困難なもの 

① 年間の収入が単身世帯で１５０万円、世帯員が１人増えるごとに５０万円を加算した額以下で

あること。 

② 預貯金等の額が単身世帯で３５０万円、世帯員が１人増えるごとに１００万円を加算した額以

下であること。 

③ 日常生活に供する資産以外に活用できる資産を所有していないこと。 

④ 負担能力のある親族等に扶養されていないこと。 

⑤ 介護保険料を滞納していないこと。 

(2) 生活保護受給者 

(3) その他前各号に同等と市長が認めた者 

 

（軽減の割合） 

第７条 軽減の割合は、利用者負担額の１／４とする。ただし、老齢福祉年金受給者にあっては利用者

負担額の１／２とし、被保護者は利用者負担の全額とする。 

 

（軽減適用期間） 

第８条 軽減の適用期間は、当該年度の８月１日（９月１日以後に申請した場合にあっては、申請月の

初日）から翌年度（４月１日から７月３１日までの間に申請した場合にあっては当年度）の７月３１

日までとする。 

 

（確認証の提示） 

第９条 第４条の規定により確認証の交付を受けた者が第２条の申出を行った法人から利用者負担額

の軽減を受ける場合は、確認証を当該法人に提示しなければならない。 

 

（補助金の範囲） 

第１０条 補助金の交付は予算の範囲内で行うものとし、この要綱で定めるもののほか、熊本市補助金

等交付規則（昭和４３年規則第４４号。以下「規則」という。）の規定によるものとする。 

 

（補助金交付の対象となる法人） 

第１１条 補助金の交付対象となる法人は、第２条の規定により申し出た法人とする。 

 

（軽減に対する補助金の内容） 

第１２条 補助金の算定対象は、前条の法人による利用者負担額の軽減総額が、当該法人の本来受領す

べき利用者負担収入（軽減対象のサービスに関するものに限る。）の１％を超えた額（熊本市の被保険

者の利用に係るものに限る。）とし、補助率は、当該額の１／２の範囲内とする。 

２ この補助金の算定については、事業所又は施設を単位として行うこととする。 

３ 指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）に係る利用者負担額を軽減する法人については、軽



減総額のうち、当該法人の本来受領すべき利用者負担額に対する割合が１０％を超える額については、

第１項の規定により算出した額に加え、その全額（熊本市の被保険者の利用に係るものに限る。）を補

助対象とする。 

４ 自らの財政状況を踏まえて自主的に事業実施が可能である旨を申し出た社会福祉法人については、

前項３に規定する助成措置を受けることなく利用者負担の軽減を実施することができるものとする。

この場合も、助成措置以外の実施方法は第２条から第７条のとおりとする。 

 

（補助の対象期間） 

第１３条 補助の対象期間は、当該年度内の４月１日から３月３１日までとする。 

 

（補助金の端数処理） 

第１４条 第１１条の規定により算定された補助金の額に千円未満の端数が生じた場合はこれを切り

捨てる。 

 

（事前協議） 

第１５条 補助金の交付を受けようとする法人は、事前協議書に関係書類を添えて、指定する期日まで

に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付申請） 

第１６条 軽減に対する補助金の交付を受けようとする法人は、必要に応じて補助金等交付申請書（規

則様式第１号）に次に掲げる書類を添付の上、申請しなければならない。 

(1) 社会福祉法人による軽減事業計画書（様式第５号） 

(2) 社会福祉法人による軽減に係る収支予算書（様式第６号） 

(3) 社会福祉法人による軽減に係る所要額見込調書（様式第７号） 

(4) その他必要な書類 

 

（補助金の決定） 

第１７条 規則第６条の規定による補助金等交付決定通知は、補助金等交付決定通知書（規則様式第２

号）により行うものとする。 

 

（補助金の変更交付申請及び変更交付決定） 

第１８条 交付決定の通知を受けた法人は、交付決定の内容の変更を受けようとするときは、補助事業

等計画変更申請書（規則様式第３号）に第１５条各号に掲げる書類を添えて提出しなければならない。 

２ 規則第７条第３項の規定による補助金等交付取消・変更通知書は、規則様式第４号により行うもの

とする。 

 

（補助金の実績報告） 

第１９条 補助事業完了後には、次に掲げる書類を添付の上、報告しなければならない。 

(1) 社会福祉法人による軽減事業実績報告書（様式第８号） 

(2) 社会福祉法人による軽減に係る収支決算書（様式第９号その１）又は決算見込書（様式第９号そ

の２） 

(3) 社会福祉法人による軽減に係る所要額調書（様式第１０号） 

(4) その他必要な書類 

 

（補助金の額の確定） 

第２０条 規則第１０条の規定による補助金の額の確定は、補助金等交付確定通知書（規則様式第５号）

により行うものとする。 

 

（補助金の交付） 

第２１条 規則第１１条第１項の規定による補助金交付は、前条により確定した額を各年度の終了後に

交付するものとする。 

２ 法人は、規則１１条第３項の規定により、補助金等概算交付申請（規則様式第６号）をすることが

できる。 



３ 第２項の概算交付を決定したときは、補助金等概算交付通知書（規則様式第７号）により行う。 

 

（雑則） 

第２２条 この要綱のほか必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成１５年（２００３年）３月１日から施行する。 

２ 社会福祉法人による低所得者に対する利用者負担の減免に対する補助金要綱（平成１２年（２００

０年）５月１日）は、廃止する。 

附 則 

１ この要綱は、平成１７年（２００５年）１０月１日から施行する。 

２ この要綱による改正前の社会福祉法人による介護保険利用者負担額減免実施要綱（平成１５年３月

１日）の規定により平成１７年（２００５年）４月１日から平成１７年（２００５年）９月３０日ま

で実施された減免に係る補助金の交付については、なお従前の例による。 

附 則 

この要綱は、平成１８年（２００６年）４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１８年（２００６年）１１月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２１年（２００９年）４月１日から施行する。 

（平成２１年（２００９年）４月の介護報酬改定に伴う特例措置） 

２ 平成２１年度（２００９年度）及び平成２２年度（２０１０年度）における第７条の規定の適用に

ついては、同条中「利用者負担額の１／４」とあるのは、「第３条に規定する介護保険サービスに係る

利用者負担額にあっては２８パーセント、食費及び居住費（滞在費）に係る利用者負担額にあっては

２５パーセント」と、「利用者負担額の１／２」とあるのは、「第３条に規定する介護保険サービスに

係る利用者負担額にあっては５３パーセント、食費及び居住費（滞在費）に係る利用者負担額にあっ

ては５０パーセント」とする。 

附 則 

この要綱は、平成２３年（２０１１年）７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年（２０１２年）４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２５年（２０１３年）８月１日から施行する。 

（平成２５年（２０１３年）８月の生活扶助基準等の改正に伴う特例措置） 

２ 平成２５年（２０１３年）８月１日施行の生活扶助基準等の改正に伴い生活保護が廃止された者で

あって、廃止時点において本事業に基づく軽減又は特定入所者介護（予防）サービス費の支給により

居住費の利用者負担がなかった者のうち、引き続き軽減対象に該当する者については、第７条の規定

にかかわらず、軽減の程度を居住費以外にかかる利用者負担については４分の１（老齢福祉年金受給

者は２分の１）を原則するとともに、居住費にかかる利用者負担については全額とすることができる。 

附 則 

１ この要綱は、平成２６年（２０１４年）４月１日から施行する。 

（平成２６年（２０１４年）４月の生活扶助基準等の改正に伴う特例措置） 

２ 平成２６年（２０１４年）４月１日の生活扶助基準等の改正に伴い生活保護が廃止された者であっ

て、廃止時点において本事業に基づく軽減又は特定入所者介護（予防）サービス費の支給により居住

費の利用者負担がなかった者のうち、引き続き軽減対象に該当する者については、第７条の規定にか

かわらず、軽減の程度を居住費以外にかかる利用者負担については４分の１(老齢福祉年金受給者は

２分の１)を原則とするとともに、居住費にかかる利用者負担については全額とすることができる。 

附 則 

１ この要綱は、交付の日から施行し、平成２７年（２０１５年）４月１日から適用する。 

（平成２７年（２０１５年）４月の生活扶助基準等の改正に伴う特例措置） 

２ 平成２７年（２０１５年）４月１日の生活扶助基準等の改正に伴い生活保護が廃止された者であっ

て、廃止時点において本事業に基づく軽減又は特定入所者介護（予防）サービス費の支給により居住

費の利用者負担がなかった者のうち、引き続き軽減対象に該当する者については、第７条の規定にか



かわらず、軽減の程度を居住費以外にかかる利用者負担については４分の１(老齢福祉年金受給者は

２分の１)を原則とするとともに、居住費にかかる利用者負担については全額とすることができる。 

附 則 

この要綱は、平成２８年（２０１６年）４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年（２０１８年）４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成３０年（２０１８年）１０月１日から施行する。 

２ 平成３０年（２０１８年）１０月１日の生活扶助基準等の改正に伴い生活保護が廃止された者であ

って、廃止時点において本事業に基づく軽減又は特定入所者介護（予防）サービス費の支給により居

住費の利用者負担がなかった者のうち、引き続き軽減対象に該当する者については、第７条の規定に

かかわらず、軽減の程度を居住費以外にかかる利用者負担については４分の１(老齢福祉年金受給者

は２分の１)を原則とするとともに、居住費にかかる利用者負担については全額とすることができる。 

附 則 

１ この要綱は、令和元年（２０１９年）１０月１日から施行する。 

２ 令和元年（２０１９年）１０月１日の生活扶助基準等の改正に伴い生活保護が廃止された者であっ

て、廃止時点において本事業に基づく軽減又は特定入所者介護（予防）サービス費の支給により居住

費の利用者負担がなかった者のうち、引き続き軽減対象に該当する者については、第７条の規定にか

かわらず、軽減の程度を居住費以外にかかる利用者負担については４分の１(老齢福祉年金受給者は

２分の１)を原則とするとともに、居住費にかかる利用者負担については全額とすることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

　　　年　　　月　　　日

あて

　このことについて以下のとおり届出します。

記入欄が不足する場合は、この様式を複写してお使いください。

TEL

FAX

管理者氏名・住所

氏名

住所
〒

軽減を実施する
サービス種類

サービス事業 事業所番号

事業　

管理者氏名・住所

氏名

住所
〒

連絡先
TEL

FAX

連絡先
TEL

FAX

軽減を実施する
サービス種類

サービス事業 事業所番号

事業　

管理者氏名・住所

氏名

住所
〒

軽減を実施する
サービス種類

サービス事業 事業所番号

事業　

住所

連絡先

〒

TEL

FAX

事業所番号サービス事業

事業　

軽減を実施する
サービス種類

氏名

管理者氏名・住所

様式第１号

社会福祉法人による利用者負担額の軽減に関する届出書

熊 本 市 長

法人名

理事長名 印

連絡先



 

4 3 1 0 0 7

TEL

熊本市長　様

上記のとおり利用者負担軽減対象確認の申請をします。

申請者 年　　　月　　　日

住所

氏名

連絡先

同意の欄

社会福祉法人による利用者負担軽減対象確認申請の審査判定をする際、世帯全員の

市県民税課税状況について税務関係当局に報告を求めることに同意します。

被保険者氏名　　 印

1月2日以降に転入をした方は、転入前の市町村の課税証明書を必ず添付してください。

（なお、その場合には、同意の欄は記入不要です。）

※熊本市記入欄

□

□

□

□

□

□ 1 □ 2 □ 3 □ 4 □ 5

様式第２号

適
用
期
間

　　年　　月　　日

　　年　７月３１日

　　年　　月　　日

備
　
　
考

番号

該当

非該当事由

減額割合1/2（老福年金）

減額割合1/4

減額割合全額

審　
査
結　
果

から

生計中心者に○を

つけてください性別

個人

住　　所

生年月日

利用者負担額
軽減申請理由

被保険者
番　　号

被保険者
氏　　名

フリガナ

生年月日

   年　　　　月　　　　日生

明･大･昭
性　　別

氏　　名

世
帯
構
成

世帯主

世帯員

社会福祉法人による利用者負担軽減対象確認申請書
(社会福祉法人による利用者負担の軽減措置）

※太枠の中をご記入ください。(収入状況等申告書も併せてご記入願います）

男　　・　　女

保　険　者　番　号

交付

まで



 

　　　年　　　月　　　日

あて

1 年間の収入について（非課税収入や仕送りなども含みます。）

2 預貯金等の額について

・預貯金

・有価証券・債権等

3

4

5 介護保険保険料の滞納について ●添付する書類

【対象者の要件】

1

2

3

4

5

注意事項 　記入欄が不足する場合は､同様式をコピーして記入して下さい。

・健康保険証の写し

□　あり □　なし
・預貯金通帳の写し（前年の１月１日～１２月３１日迄分）

被扶養者 扶養者

・年金支払通知書や給与証明書等の収入がわかるもの

名義人 証券等の種類 評価額

円

評価額

円

証券等の種類

負担能力のある親族等に扶養されていないこと。

介護保険料を滞納していないこと。

口座番号支店名金融機関名 金額口座名義人

社会福祉法人等による利用者負担軽減の対象者は、市民税世帯非課税であって、次の１～５の要件全てを満たす方のうち、そ

の方の収入や世帯の状況、利用者負担等を総合的に勘案し、生計が困難であるとして熊本市が認めた方。

年間収入が単身世帯で150万円、世帯員が１人増えるごとに50万円を加算した額以下であること。

名義人

　偽りその他の不正行為により軽減を受けたときは、軽減措置を取り消し、熊本市介護保険条例第１９条による過料

を科す場合があります。

収入状況等申告書

様式第２－２号

熊 本 市 長

　次のとおり私の世帯の収入の状況等を申告します。

負担能力のある親族等における被扶養の状況について

日常生活に供する資産以外に活用できる資産について

預貯金等の額が単身世帯で350万円、世帯員が１人増えるごとに100万円を加算した額以下であること。

日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと。

収入額

円

円

円

円

円

住　所

印氏　名

円

氏　　　名 収入の種類



 

円

施
設
利
用
経
費

そ
の
他
の
経
費

年
間
必
要
経
費
（

見
込
み
）

合　　計

理
事
長
確
認
印

法
人
意
見

□　利用料、食費、居住費の支出をすることが困難
□　利用料、食費、居住費の支出は可能であるが、施設に支払う日常生活費以外
の経費（下着等衣類・嗜好品の購入・緊急時の必要経費等）支出が困難
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

健康保険料 円

その他（　　　　　　　　　） 円

食費 円

日常生活費 円

その他（　　　　　　　　　） 円

入所居室
の形態

□ユニット型個室　　　□ユニット型準個室
□従来型個室　　　　　□多床室

介護施設利用料（１割） 円

フリガナ

被保険者
氏名

利用施設名
及び住所

※該当する利用サービス全てにチェックして下さい。
　□居宅サービス
　　　□訪問介護
　　　□通所介護
　　　□短期入所生活介護（予防）
　　　□介護予防訪問介護に相当する事業
　　　□介護予防通所介護に相当する事業
　□地域密着型サービス
　　　□定期巡回・随時対応型訪問介護看護
　　　□夜間対応型訪問介護
　　　□認知症対応型通所介護（予防）
　　　□小規模多機能型居宅介護（予防）
　　　□地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
　□複合型サービス
　□施設サービス（介護老人福祉施設）

利用サービス

※施設サービスを利用している場合のみ、以下を申告してください。

〒

円介護保険料

居住費 円

TEL

様式第２－２号別添

利用サービス及び入所経費申告書



様式第３号 

年  月  日 

 

 

 

熊本市長   印 

 

 

 

社会福祉法人等利用者負担軽減決定通知書 
（社会福祉法人等による利用者負担の軽減措置） 

 

 

 

先に申請のありました、社会福祉法人等利用者負担軽減については、下記のとおり決定しましたの

で通知します。 

 

 

 

被保険者氏名  被保険者番号           

 

決定年月日 年  月  日  

決定事由  

１ 

承
認
す
る 

 

適用年月日 

 

有効期限 

 

確認番号  

 
       

２ 

承
認
し
な
い 

 

理由 

 

 

 

問い合わせ先 介護保険課 

熊本市中央区手取本町 1番 1号 

TEL：096-328-2347 

 

 



 

 

（様式第４号） 

 

社会福祉法人等利用者負担軽減確認証 
（社会福祉法人等による利用者負担の軽減制度） 
 

交付年月日 
 

 

注 

意 

事 

項 

 
一 

次
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
又
は
介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
と 

 
 
 

き
は
、
必
ず
事
前
に
、
こ
の
確
認
証
を
事
業
者
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

二 
対
象
と
な
る
サ
ー
ビ
ス
は
、
訪
問
介
護
、
通
所
介
護
、
短
期
入
所
生
活
介
護
、
第
一
号
訪
問

事
業
の
う
ち
介
護
予
防
訪
問
介
護
に
相
当
す
る
事
業
、
第
一
号
通
所
事
業
の
う
ち
介
護
予
防
通

所
介
護
に
相
当
す
る
事
業
、
定
期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護
看
護
、
夜
間
対
応
型
訪
問
介

護
、
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
、
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
、
地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉

施
設
入
所
者
生
活
介
護
、
複
合
型
サ
ー
ビ
ス
、
介
護
福
祉
施
設
サ
ー
ビ
ス
、
介
護
予
防
短
期
入

所
生
活
介
護
、
介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
、
地
域
密
着
型
通
所
介
護
、
介
護
予
防
小

規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
並
び
に
介
護
老
人
福
祉
施
設
に
よ
る
施
設
サ
ー
ビ
ス
で
す
。 

三 

こ
の
確
認
証
は
、
都
道
府
県
及
び
熊
本
市
に
申
し
出
の
あ
っ
た
事
業
者
の
み
有
効
で
す
。 

四 

前
記
の
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
た
場
合
、
利
用
者
負
担
額
（
日
常
生
活
に
要
す
る
費
用
に
つ
い

て
は
食
費
及
び
居
住
費
に
限
る
）
が
、
表
面
に
記
載
さ
れ
て
い
る
減
額
割
合
に
よ
り
減
額
さ
れ

ま
す
。 

五 

介
護
保
険
被
保
険
者
の
資
格
が
な
く
な
っ
た
と
き
、
減
額
措
置
の
要
件
に
該
当
し
な
く
な
っ

た
と
き
、
又
は
減
額
確
認
証
の
有
効
期
限
に
至
っ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
こ
の
証
を
熊
本
市

に
返
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
転
出
の
届
出
を
す
る
際
に
は
、
こ
の
証
を
添
え
て
く
だ
さ
い
。 

六 

こ
の
証
の
表
面
の
記
載
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
十
四
日
以
内
に
、
こ
の
証
を
添
え 

て
、
本
市
に
そ
の
旨
を
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。 

七 

不
正
に
こ
の
証
を
使
用
し
た
者
は
、
刑
法
に
よ
り
詐
欺
罪
と
し
て
懲
役
の
処
分
を
受
け
ま

す
。 

確 認 番 号  

受 

給 

者 

住 所  

氏 名  

生年月日  

介護保険被保険者番号  

適用年月日  

有 効 期 限  

減 額 割 合  

発行機関名 

及 び 印 

４ ３ １ ０ ０ ７ 

熊本市長   印 



 

様式第５号

社会福祉法人等名

（介護老人福祉施設） 人 円

人 円

（訪問介護事業所） 人 円

人 円

（介護予防訪問介護に相当する事業） 人 円

人 円

（通所介護事業所） 人 円

人 円

（介護予防通所介護に相当する事業） 人 円

人 円

（短期入所生活介護事業所） 人 円

人 円

（介護予防短期入所生活介護事業所） 人 円

人 円

（夜間対応型訪問介護事業所） 人 円

人 円

（認知症対応型通所介護事業所） 人 円

人 円

（介護予防認知症対応型通所介護事業所） 人 円

人 円

（小規模多機能型居宅介護事業所） 人 円

人 円

（介護予防小規模多機能型居宅介護事業所） 人 円

人 円

（地域密着型介護老人福祉施設） 人 円

人 円

人 円

人 円

年度　社会福祉法人による利用者負担軽減事業計画書

人 円

人

軽減を実施する届出事業所名
（施設名）

左記事業所で実施するサービスの種類 総利用者数
（延人数）

人

円

円

人

円

円

円

人

合計

人

人

人

人

人

人

人

人

本来受領すべき利用者負担総額

総額

円

円

内市外者数

円

円

円

円

円

軽減総額

総額

内市外者軽減額

軽減者数



 

様式第６号

　

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

熊本市補助金 円

円

社会福祉法人等名

合　　計 円合　　計 円

金額 備考費目 金額 備考

認知症対応型通所介護事業所

介護予防認知症対応型通所介護
事業所

小規模多機能型居宅介護事業所

介護予防小規模多機能型居宅介
護事業所

地域密着型介護老人福祉施設

費目

円

訪問介護事業所

介護予防訪問介護に相当する事
業

通所介護事業所

介護予防通所介護に相当する事
業

短期入所生活介護事業所

介護予防短期入所生活介護事業
所

夜間対応型訪問介護事業所

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

収入 支出

介護老人福祉施設 円

円

年度　社会福祉法人による軽減に係る収支予算書



 

様式第７号

（介護老人福祉施設） 円

内）介護費 円

内）食費 円

内）居住費 円 人 円 ②

（訪問介護事業所） 円 人 円 ①

内）介護費 円 人 円 ②

（介護予防訪問介護に相当する事業） 円 人 円 ①

内）介護費 円 人 円 ②

（通所介護事業所） 円

内）介護費 円

内）食費 円 人 円 ②

（介護予防通所介護に相当する事業） 円

内）介護費 円

内）食費 円 人 円 ②

（短期入所生活介護事業所） 円

内）介護費 円

内）食費 円

内）滞在費 円 人 円 ②

（介護予防短期入所生活介護事業所） 円

内）介護費 円

内）食費 円

内）滞在費 円 人 円 ②

（夜間対応型訪問介護事業所） 円 人 円 ①

内）介護費 円 人 円 ②

（認知症対応型通所介護事業所） 円

内）介護費 円

内）食費 円 人 円 ②

（介護予防認知症対応型通所介護事業所） 円

内）介護費 円

内）食費 円 人 円 ②

（小規模多機能型居宅介護事業所） 円

内）介護費 円

内）食費 円

内）宿泊費 円 人 円 ②

（介護予防小規模多機能型居宅介護事業所） 円

内）介護費 円

内）食費 円

内）宿泊費 円 人 円 ②

（地域密着型介護老人福祉施設） 円

内）介護費 円

内）食費 円

内）居住費 円 人 円 ②

人 円

人 円

①

①

①

①

①

年度　社会福祉法人による軽減に係る所要額見込調書

社会福祉法人等名

①

円

軽減を実施する届出事業所名
（施設名）

左記事業所で実施する
サービスの種類

軽減者数

内市外者数

円
合計

軽減者数 軽減総額計 補助対象額計 交付申請額（補助額計）

円
円

補助対象額【Ｄ】
【（Ｃ）-（Ｂ）】

円

熊本市補助額【Ｅ】
【（Ｄ）×①×1/2】

※千円未満切捨
総額

内市外者軽減額

円

円

本来受領すべき利用者負担総額
【Ａ】

受領すべき負担額内訳

本来受領すべき利用者負担

総額（Ａ）の１％

【Ｂ】※1円未満切捨

軽減総額【Ｃ】

軽減額の
市・市外比率

人

円

円円 円

①

円 円

円
円

①

円
人 円

人

円

人 円

円人
円

円

円円 円

円
人 円 ①

円円

円
人

円
円 ①

円

円

円
人

円円
人

円

円
人 円

円

円円

円

円

円

円

円

円

円

円



 

様式第8号

社会福祉法人等名

（介護老人福祉施設） 人 円

人 円

（訪問介護事業所） 人 円

人 円

（介護予防訪問介護に相当する事業） 人 円

人 円

（通所介護事業所） 人 円

人 円

（介護予防通所介護に相当する事業） 人 円

人 円

（短期入所生活介護事業所） 人 円

人 円

（介護予防短期入所生活介護事業所） 人 円

人 円

（夜間対応型訪問介護事業所） 人 円

人 円

（認知症対応型通所介護事業所） 人 円

人 円

（介護予防認知症対応型通所介護事業所） 人 円

人 円

（小規模多機能型居宅介護事業所） 人 円

人 円

（介護予防小規模多機能型居宅介護事業所） 人 円

人 円

（地域密着型介護老人福祉施設） 人 円

人 円

人 円

人 円
合計

人 円

人 円

人 円

人 円

人 円

人 円

人 円

人 円

人 円

人 円

人 円

人 円

内市外者数 内市外者軽減額

人 円

年度　社会福祉法人による利用者負担軽減事業実績報告書

軽減を実施する届出事業所名
（施設名）

左記事業所で実施するサービスの種類

本来受領すべき利用者負担総額 軽減総額

総利用者数
（延人数）

総額
軽減者数 総額



 

様式第９号その１

　
円合　　計 円 合　　計

円

円 地域密着型介護老人福祉施設 円

円
介護予防小規模多機能型居宅介
護事業所

円

円 小規模多機能型居宅介護事業所 円

円
介護予防認知症対応型通所介護
事業所

円

円 認知症対応型通所介護事業所 円

円 夜間対応型訪問介護事業所

円

円
介護予防短期入所生活介護事業
所

円

円 短期入所生活介護事業所

円

円
介護予防通所介護に相当する事
業

円

円 通所介護事業所

円

円
介護予防訪問介護に相当する事
業

円

円 訪問介護事業所

備考

熊本市補助金 円 介護老人福祉施設 円

年度　社会福祉法人による軽減に係る収支決算書

社会福祉法人等名

収入 支出

費目 金額 備考 費目 金額



 

様式第９号その２

　
円合　　計 円 合　　計

円

円 地域密着型介護老人福祉施設 円

円
介護予防小規模多機能型居宅介
護事業所

円

円 小規模多機能型居宅介護事業所 円

円
介護予防認知症対応型通所介護
事業所

円

円 認知症対応型通所介護事業所 円

円 夜間対応型訪問介護事業所

円

円
介護予防短期入所生活介護事業
所

円

円 短期入所生活介護事業所

円

円
介護予防通所介護に相当する事
業

円

円 通所介護事業所

円

円
介護予防訪問介護に相当する事
業

円

社会福祉法人等の自己負担額 円 訪問介護事業所

備考

熊本市補助金 円 介護老人福祉施設 円

年度　社会福祉法人による軽減に係る収支決算見込書

社会福祉法人等名

収入 支出

費目 金額 備考 費目 金額



 

様式第１０号

（介護老人福祉施設） 円

内）介護費 円

内）食費 円

内）居住費 円 人 円 ②

（訪問介護事業所） 円 人 円 ①

内）介護費 円 人 円 ②

（介護予防訪問介護に相当する事業） 円 人 円 ①

内）介護費 円 人 円 ②

（通所介護事業所） 円

内）介護費 円

内）食費 円 人 円 ②

（介護予防通所介護に相当する事業） 円

内）介護費 円

内）食費 円 人 円 ②

（短期入所生活介護事業所） 円

内）介護費 円

内）食費 円

内）滞在費 円 人 円 ②

（介護予防短期入所生活介護事業所） 円

内）介護費 円

内）食費 円

内）滞在費 円 人 円 ②

（夜間対応型訪問介護事業所） 円 人 円 ①

内）介護費 円 人 円 ②

（認知症対応型通所介護事業所） 円

内）介護費 円

内）食費 円 人 円 ②

（介護予防認知症対応型通所介護事業所） 円

内）介護費 円

内）食費 円 人 円 ②

（小規模多機能型居宅介護事業所） 円

内）介護費 円

内）食費 円

内）宿泊費 円 人 円 ②

（介護予防小規模多機能型居宅介護事業所） 円

内）介護費 円

内）食費 円

内）宿泊費 円 人 円 ②

（地域密着型介護老人福祉施設） 円

内）介護費 円

内）食費 円

内）居住費 円 人 円 ②

人 円

人 円
円

合計

軽減者数 軽減総額計 補助対象額計 交付申請額（補助額計）

円

円 円
人 円 ①

円

円 円
人 円 ①

円

円 円
人 円 ①

円

円 円
人 円 ①

円

円 円
人 円 ①

円

円 円円

円 円
人 円 ①

円

円 円
人 円 ①

円

円 円
人 円 ①

円

円 円
人 円 ①

円

円 円円

円 円円

円 円
人 円 ①

円

軽減者数 総額 軽減額の
市・市外比率受領すべき負担額内訳 内市外者数 内市外者軽減額

年度　社会福祉法人による軽減に係る所要額調書

社会福祉法人等名

軽減を実施する届出事業所名
（施設名）

左記事業所で実施する
サービスの種類

本来受領すべき利用者負担総額
【Ａ】

本来受領すべき利用者負担

総額（Ａ）の１％

【Ｂ】※1円未満切捨

軽減総額【Ｃ】
補助対象額【Ｄ】
【（Ｃ）-（Ｂ）】

熊本市補助額【Ｅ】
【（Ｄ）×①×1/2】

※千円未満切捨


